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ＷＢＣ、素晴らしかったですね。久々に心からワクワクドキドキし、大谷選手がトラウト
選手を三振に打ち取った瞬間は、思わず飛び上がって叫んでしまい、その後はうれし涙が
止まりませんでした。巨人が日本一になった時でも泣くことは無かったのに。こんなにも
嬉しい瞬間ってあるんですね。野球で「世界一」って無性に嬉しいですね。

給与水準を引き上げた中小企業、３年ぶりに半数超え
～日本政策金融公庫調査～

株式会社日本政策金融公庫が、「中小企業の雇用・賃金に関する調査」結果を発表しま
した。同公庫の取引先１３，２６６社を対象に調査したもので、２０２２年１２月中旬に
実施し、５，４７３社から回答を得ています。

１．給与水準を引き上げた中小企業は３年ぶりに半数を上回る
２０２２年１２月の正社員の給与水準をみると、「上昇」と回答した企業割合は５３．

１％と、２０２１年実績（４１．１％）から１２。０ポイント上昇しました。
業種別にみると、情報通信業（６３．８％）、水運業（５８．５％）、建設業（５５．

１％）などで「上昇」の割合が高くなっています。２０２３年見通しをみると、「上昇」
と回答した企業割合は５３．３％となっています。

２．給与水準上昇の背景は「自社の業績が改善」
正社員の給与水準上昇の背景についてみると、「自社の業績が改善」と回答した企業割

合が２７．２％と最も高く、次いで「物価の上昇」（１９．４％）、「採用が困難」（１
８．４％）の順となっています。
業種別にみると、「自社の業績が改善」と回答した企業割合は、不動産業（４７．１％

）、電気機械（４１．０％）などで高く、「物価の上昇」は、窯業・土石（３１．０％）
、倉庫業（３０．０％）などで高くなっています。

３．賃金総額でも「増加」が半数超え
２０２２年１２月の賃金総額をみると、「増加」と回答した企業割合が５９．７％、「

ほとんど変わらない」は２９．２％、「減少」は１１．０％となっています。「増加」の
割合は、２０２１年実績（４９．３％）から１０．４ポイント上昇しました。２０２３年
見通しをみると、「増加」と回答した企業割合は６０．５％となっています。
また、賞与の支給月数をみると、「増加」と回答した企業割合が３１．３％、「変わら

ない」は４８．５％、「減少」は１４．２％となっています。「増加」の割合は、２０２
１年実績（３０．５％）から０．８ポイント上昇しています。
業種別にみると、倉庫業（４３．８％）、宿泊・飲食サービス業（３７．７％）、卸売

業（３４．９％）などで「増加」の割合が高くなっています。

４．正社員も非正社員も足りない
２０２２年１２月時点での正社員の過不足感は、「不足」と回答した企業割合が５８．

２％、「適正」が３５．２％、「過剰」が６．６％となっています。一方、非正社員の過
不足感は、「適正」が５７．８％、「不足」が３６．９％、「過剰」が５．３％となって
おり、正社員の不足感がより顕著になっています。業種別でみると、「建設業」（７３．
３％）、
「宿泊・飲食サービス」（７２．０％）、運送業（除水運）（７１．７％）の順に不足感
が高くなっています。

現在の社員の流出を防ぎ新たな社員を採用する為にも、賃上げは行わざるを得ないみた
いです。

【日本政策金融公庫「中小企業の雇用・賃金に関する調査」結果】
https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/tokubetu_230227.pdf


